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＊ 本稿は、すでに刊行された「近代中国における漢冶萍公司と盛宣懐（Ⅰ）」（『社会科学年報』






調整ス」る目的で明治 28（1895）年 5 月 15 日付「製鉄事業調査会」を構成し、活動を開始し
た。 
委員長 農商務次官 金 子 堅 太 郎 
委員  逓信省鉄道局長・工学博士 松 本 荘 一 郎 農 商 務 技 師 山 際 永 吾 
 海軍大技監 原 田 宗 助 海軍大技師・子爵 内 藤 政 共 
 陸軍砲兵大佐 中 村 雄 次 郎 従 五 位 和 田 維 四 郎 
 農商務技師 山 内 徳 三 郎 工 学 博 士 長谷川芳之助 
 農商務技師・工学博士 野 呂 景 義 海軍少技監 向 井 哲 吉 




１ 製鉄ノ試験      高山甚太郎・向井哲吉 
２ 製品ノ種類及製造高  松本荘一郎・原田宗助・中村雄次郎・和田維四郎・山際永吾 
３ 製鉄所組織      原田宗助・中村雄次郎・内藤政共・高山甚太郎・和田維四郎 
４ 設立計画・設立ノ位置 松本荘一郎・原田宗助・中村雄次郎・内藤政共・長谷川芳之助 





































































結果、明治 29（1896）年 3 月、勅令第 72 号をもって「製鉄所官制」が、また同第 73 号をもっ
て「製鉄所職員官等俸給令」が発布され、いずれも同年 4 月 1 日より施行されることとなった。 















































貝島・麻生両家とともに“筑豊御三家“と呼ばれた）の援助もあって、明治 29 年（1896）年 10
月、北九州洞海湾に面した福岡県遠賀郡八幡村枝光に建設することが確定した。さらに、10 月
11 日には、尾倉・大蔵両地区も「製鉄所敷地」として、20 万坪が正式に買入られたのである。




長 官 山 内 提 雲  （前鹿児島県知事、錦鶏間祇候） 
事務官 志 村 源太郎  （農商務書記官兼参事官） 
技 監 大 島 道太郎  （正六位・工学博士） 
技 師 今 泉 嘉一郎 
技 師 山 内 徳三郎  （農商務技師） 
技 師 小 花 冬 吉  （鉱山監督官） 
技 師 安 永 義 章  （非職陸軍技師） 
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翌 31 年 8 月には、建設工事は竣工せずとも來るべき作業の部署を定めておく必要から、小花
が製銑部長、今泉が製鋼部長心得、安永が製品部長に任命されている。製鉄所の創業工務は、
こうして四人の専任技師たちを中心に進められるのである。 























ク製鐵所（Gutehoffnungs Hütte）の工場に、製鉄鋼練習のための技手 10 名を見習として満二ヵ
年間入社させることを取決め、ただちにその契約を実行に移し、派遣技手 10 名のうち、製錬専
攻 7 名、機械専攻 2 名、化学専攻 1 名を決定、いわば官営製鐵所の「海外製鉄練習生」として、
いずれ将来は幹部技師として製鐵所を双肩に担い、あるいは民間製鐵会社に転じて、わが国鉄
鋼業の発展に尽くすことになった人々である。 
さて、大島道太郎技監は明治 30 年 1 月末よりおよそ半年間、ドイツにあって製鐵所の創業計
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画を練り、山内長官へ報告を重ねてゆくのであるが、この「大島案」は従来の「野呂案」と比
べるとかなり大きな変化を示している。 
第 9 帝国議会で協賛をえた製鐵所の生産目標は、大島案では、銑鉄では 1 ケ年 8 万トンから
12 万トンへ、鋼材において、同じく 6 万トンから 9 万トンへと引き上げられる。製鉄鋼設備の
規模も著しく大型化されている。野呂案とは異なって、「ベッセマー製鋼法」よりもむしろ、「シー
メンス製鋼法」中心に方針が変化しており、それに伴って、坩堝鋼や錬鉄の製造は廃止、コー































理由ヲ細述スベシ。（以下、略）             」 
この「今日の八幡製鐵所に基礎を決定した最初の公文書」ともいわれる「意見書」には、「計
画ノ全般」が詳細にのべられている。当然に「裁可」され、全体の継続事業年度も、さきの明
治 32 年度までから 34 年度までと延長されたのである。さらに「製鐵所創業順序之件伺」なる
計画案も作成・提出されている。 
実際の作業開始は、第一高炉が明治 34（1901）年 2 月、製鋼工場は同年 5 月、圧延工場は同


















































































































































































































































一  鉄    礦石百分ノ六十五 
一  マンガン 礦石千分ノ五 
一  燐     鉄万分ノ五 
一  硫黄      礦石千分ノ五  









－ 60 － 


















































1907 年   月 1 日 大倉組，萍郷煤礦局に 200 万円供與 
 同 12 月 23 日、横浜正金銀行、漢陽鉄廠に 30 万円貸付・鉄鉱石代金で償還契約 
1908 年 2 月 盛宣懐と湖広総督趙爾巽、大冶鉄鉱・漢陽鉄廠・萍郷炭鉱を合併 
 漢冶萍煤鉄廠礦公司の設立を上奏 
6 月 6 日 張之洞 英独仏と湖北湖南両省内の粤漢鉄道及び川漢鉄道契約 
6 月 13 日 横浜正金銀行、漢冶萍煤鉄廠礦有限公司借款（150 万円）成立 
9 月 2 日 盛宣懐、病気療養を兼ね鉄鋼業及銀行視察の為来日。11 月帰国 
1910 年 2 月 25 日 三菱合資、大冶水泥廠に 36 万円借款供与 
11 月 三井物産の高木陸郎、盛宣懐の要請で漢冶萍公司の駐日商務代表 
 八幡製鐵所、本渓湖及び開平炭の使用開始 
1911 年 10 月 八幡製鐵所大冶駐在員西沢公雄、大冶の生産維持の為現金交付 
1911 年 10 月 12 日 盛宣懐、實相寺横浜正金銀行北京支店長に漢冶萍公司保護依頼 
 12 月 31 日 盛宣懐、高木陸郎らの援助で大連より日本に亡命 
1912 年 3 月 22 日 漢冶萍公司株主総会、日本要求の日中合併案を否決 
9 月 27 日 漢口居留地に日本兵営造営で 湖北外交司、松村貞雄総領事に抗議 
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11 月 21 日 盛宣懐帰国（新暦、11 月 25 日）上海帰国 
1913 年 12 月 2 日 横浜正金銀行漢冶萍煤鉄公司に 600 万円及 900 万円借款供与成立。漢冶
萍公司、八幡製鐵所に鉱石 1500 万トン・銑鉄 800 万トン供給、最高技
術顧問に大島道太郎、会計顧問に池田茂幸を招聘 
1914 年 6 月 1 日 八幡製鐵所，武昌府大冶県石灰窯に大冶出張所開設 
1916 年 4 月 27 日 盛宣懐、上海で没 
1917 年 9 月 2 日 安川製鋼所と漢冶萍公司、日中合弁の製鋼所を福岡県設立の契約に調印 
1920 年 5 月 29 日 開灤炭鉱でスト 
6 月 1 日 漢陽鉄廠でスト 
1932 年 12 月 29 日 上海の救国連合会など各団体、漢冶萍公司鉄鉱石の日本への輸出に反対
表明 
1925 年 操業中止 
1937 年 10 月 3 日 国民政府軍政部兵工署、漢陽鉄廠を撤収 


















この小田切提案をふまえて、政府も借款推進を決定、明治 32（1899）年 3 月 14 日に、第二
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次山縣内閣青木周蔵外相及び曽禰荒助農商務相両名の訓令として、和田維四郎八幡製鐵所長
官・小田切総領事代理に次の「借款条件」を提示したのである。 





















ａ）日本製鐵所は大冶鉄鉱石を毎年 5 万トン購入 







ｆ）期間は 15 ｶ年、鉱石単価・品質は別規定による。別規定によれば、標準鉄量 65％（標準量
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より多いときは 1％増す毎に毎トン 10 セントを加算、少ないときは同じ割合で減額し価格を
増減）の鉄鉱石トン当たり 2 ドル 40 セント（銀）＝2 円 40 銭、但し契約日より 1901（明治
34）年 12 月までであった。 
たしかに、年間 5 万トン、15 年間確保の約定はできたが、鉱石単価 2 ドル 40 セントの価
格協定はわずか 2 カ年弱にすぎず、2 年後に再交渉することになっていたのであり、しかも
価格の点で合意に達しない時には契約自体が無効となる可能性をもっていたし、さらに細部
の点にわたった契約ではなかったから、交渉は 1899（明治 32）年 5 月から 1900（明治 33）
年 8 月まで続くのである。船荷港・関税・鉱石代金等をめぐって、双方の利害の対立が激し
かったことは明らかである。この間に北清事変がおきていることは注意しておく必要があろ
う。同年 8 月 29 日、前年の契約を改定したいわゆる第 2 次改正契約書を締結し、日本側は強
引に、石灰窰積込（1 日 1000 トン）、鉱石価格 5 カ年継続、上等鉱石 5 万トン以外に下等鉱
石 2 万トンの成約を得たのである。ただし、鉱石単価は上等鉱石（鉄分含有量 62％以上）3




































４）在華日本紡績同業会編『船津辰一郎』（東方研究会、昭和 33 年刊、）79 頁。 
５）盛 承 洪（久保田文次監訳）『中国近代化の開拓者 盛宣懐と日本』（留 園、2008 年刊、
中央公論事業出版発売） 
６）佐藤昌一郎『官営八幡製鐵所』（八朔社、2003 年刊、）第 5 章 219 頁以下。 
７）鈴木武雄監修『西原借款資料研究』（東京大学出版会、1972 年刊）285 頁以下。 
８）天児 慧・石原享一・朱建榮・辻 康吾・菱田雅晴・村田雄二郎編『岩波 現代中国事典』
（岩波書店、1999 年刊）167 頁 
 
（追記）校正中に、「久保田裕次『日露戦後における対中国借款政策の展開』（『日本史研究』
589 号、2011 年 9 月刊）」を入手・被見する機会に恵まれたが、本稿と視角を異にす
ると思われるので、加筆しなかった。 
